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車両の通行制限に関する法令の体系 

車両の通行制限の関する法令の体系 

 法：道路法 令：車両制限令 省令：車両の通行の許可の手続等を定める省令 
              法 47 条      橋、トンネルの重量、高さ制限 
                        法 47 条 3 項 
      令 3 条（車両諸元の値）        狭小幅員道路等の規定 
      省令 1 条、1 条の 2              令 4～12 条 
      省令 2 条（道路指定の告示）      通行認定 
                        令 12 条、省令 3 条 
                       緊急自動車等の特例 
                        令 14 条、省令 4 条 
             法 47 条２ 
 
         令 15 条（協議）、16 条（手数料） 
         省令 6 条（申請書様式） 
 
             法 47 条の 3 
 
 
 
 
 
 
 
 

車両諸元の最高限度 

特殊車両通行許可 

違反に対する命令 
（措置命令） 

罰   則 
法 101 条 

 102 条 
 103 条 
 105 条 

監督処分 
法 71 条 

積載物の落下防止装置 
法 43 条の 2 

緊急時の通行制限 
法 46 条第 1 項、第 2 項 

危険物積載車両の 
トンネル通行制限 
法 46 条第 3 項 

車両の通行制限に関する法令の体系 
◆車両の通行制限については、道 
  路法第47条第2項において「車両 
   （人が乗車し、貨物が積載された 
   状態）の幅、重量、高さ、長さおよ 
   び最小回転半径の最高限度を超 
   える車両は、道路を通行させては 
   ならない」と規定されており、その 
   具体的数値は「車両制限令」およ 
   び「車両の通行の許可の手続等 
   を定める省令」で規定しています。 
 
◆また同条第3項では、道路管理者 
  は、橋、トンネル等における重量、 
   高さの最高限度について、個別に 
   制限することができることとなって 
   います。 
 
◆これらの制限値を超える車両を通 
   行させようとするときは、道路管理 
   者から特殊車両の通行許可を受け 
   る必要があり（道路法第47条の2）、 
   また、許可を受けずに通行したり、 
   許可条件に違反したりした場合は 
   許可取消しなどの監督処分を受け 
   るほか、罰則の適用があります。  3 



道路法に基づく車両の通行制限 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 通行時間帯を指定して交

通量の少ない夜間通行を義

務づけるとか、橋、高架な

どを通行する際は徐行、連

行の禁止、誘導車の配置を

条件とするなど、衝撃を少

なくしたり他車を排除した

りして総重量が設計荷重に

等しくなるような条件を付

けて許可します。 

通行許可証

◆道路は一定の規格の車両を基準にし、その車両が
安全・円滑に通行できるようつくられている。 

 この規格を超える車両は、道路の構造の保全又は交
通の危険防止の観点から、原則として道路を通行す
るこができない。（道路法第47条第2項） 

35t 

◆このため、車両の構造又は車両に積載する貨物を審
査し、やむを得ないと道路管理者が認める場合に限
り、「道路の構造を保全」又は「交通の危険を防止」す
るため必要な条件を附して、車両の通行を許可する
ことができる。（道路法第47条の2） 

◆ただし、道路は、社会・経済活動を支える最も重要な
基礎施設のため、道路構造物と道路を通行する車両
との間に調和をもたせる必要がある。 
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■道路構造令の設計車両の諸元と車両制限令との主な比較 

道路法に基づく車両の通行制限 

 

12 メートル 

2.5 メートル 

3.8 メートル 

12 メートル 

18t（隣り合う車軸の軸距が 1.8ｍ未満） 
19t（隣り合う車軸の軸距が 1.8ｍ以上、かつ隣り合う車軸

の軸重がいずれも 9.5t 以下） 
20t（隣り合う車軸の軸距が 1.8m 以上） 

車両の軸重 10 トﾝ 
車両の輪荷重 5 トﾝ 

最遠軸距 

（車両の最前軸と最後軸の軸間距離） 

◆車両制限令により道路を通行する車両の大きさや重さのこの制限値を｢一般的制限値｣といい、具体的 
  数値は、以下のとおり。 

２０ｔ

高速又は重さ指定道路 ２５ｔ

一般的制限値２５ｔ普通道路重さ

１２ｍ一般的制限値

１２ｍ普通自動車最小回転
半径

１２ｍセミトレーラ

セミトレーラ

普通自動車

セミトレーラ

普通自動車

セミトレーラ

普通自動車

道路構造令 第３条

設計車両諸元

３．８ｍ

３．８ｍ

２．５ｍ

２．５ｍ

１６．５ｍ

１２ｍ

一般的制限値

一般的制限値

セミ・フルトレーラ

一般的制限値

車両制限令 第３条

一般的制限値（上限値）

３．８ｍ

高さ指定道路 ４．１ｍ

２．５ｍ

セミ １６．５ｍ（高速）

フル １８ ｍ（高速）

１２ｍ

高さ

幅

長さ

２０ｔ

高速又は重さ指定道路 ２５ｔ

一般的制限値２５ｔ普通道路重さ

１２ｍ一般的制限値

１２ｍ普通自動車最小回転
半径

１２ｍセミトレーラ

セミトレーラ

普通自動車

セミトレーラ

普通自動車

セミトレーラ

普通自動車

道路構造令 第３条

設計車両諸元

３．８ｍ

３．８ｍ

２．５ｍ

２．５ｍ

１６．５ｍ

１２ｍ

一般的制限値

一般的制限値

セミ・フルトレーラ

一般的制限値

車両制限令 第３条

一般的制限値（上限値）

３．８ｍ

高さ指定道路 ４．１ｍ

２．５ｍ

セミ １６．５ｍ（高速）

フル １８ ｍ（高速）

１２ｍ

高さ

幅

長さ

バン型セミトレーラ タンク型セミトレーラ 

自動車運搬用セミトレーラ スタンション型セミトレーラ 

重量物運搬用セミトレーラ 

ポールトレーラ 

国際海上コンテナ運搬用セミトレーラ 

自走式建設機械 

■一般的制限値を超える主な特殊車両 
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特殊な車両について 

◆特殊な車両 
    特殊車両通行許可の対象となる車両で、道路法47条の2に規定する「車両の構造が特殊」「積載する 
    貨物が特殊」とは、車両制限令に規定する車両諸元の最高限度を超える次のような場合をいいます。 

■積載する貨物が特殊 
車両に積載する貨物が特殊であるとは、積載貨物が分割できない
ためにやむを得ず、一般的制限値のいずれかを超える車両 

■車両の構造が特殊 
車両の構造が分割不可能なため、寸法（幅、高さまたは長さ）・
重量において一般的制限値のいずれかを超える車両 

 車両の構造が特殊 

一部の道路を自由に走行できる車両 

U海上ｺﾝﾃﾅ用ｾﾐ 
Uﾄﾚｰﾗ連結車 

海上コンテナ用（国

内積替えできない）

セミトレーラにつ

いては、積載する貨

物が特殊な車両と

して取り扱います。 

U建設機械 
 

道路法第 47条第 1
項または第 3 項に

幅等の最高限度を

超える車両で、取

り外し可能なもの

は取り外させた状

況で自走するもの

をいいます。 

Uｾﾐﾄﾚｰﾗ連結車 
（特例５車種） 
高速自動車国道に

おいては最高限度

の特例があり、車両

総重量 36 トンま

で、長さ 16.5ｍまで

自由に走行できま

す。それ以外の道路

（指定道路含む）に

おいては、車両の構

造が特殊な車両と

して取り扱います。 

U新規格車 
 

高速自動車国道・

指定道路において

は車両総重量２５

トンまで自由に走

行できます。それ

以外の道路におい

ては、車両の構造

が特殊な車両とし

て取り扱います。 
 

例 新規格車 

例 海上コンテナ用セミトレ 

例 トラッククレーン 

ｾﾐﾄﾚｰﾗ連結車 
（３車種） 

高速自動車国道に

おける最高限度の

特例は受けられな

い車両です。車両の

構造が特殊な車両

として取り扱いま

す。 

 

 

 

 

 

例 バン型セミトレ 

例 タンク型セミトレ 

例 幌枠型セミトレ 

例 コンテナ型セミトレ 

例 自動車の運搬用セミトレ 

 

例 あおり型セミトレ 

例 スタンション型セミトレ 

例 船底型セミトレ 

 

分
解
し
て
運
ぶ
こ
と
が
で
き
な
い

あ
る
い
は
極
め
て
困
難 

製
品
の
規
格
な
ど
に
よ
り
分
割
し
て

運
ぶ
こ
と
が
で
き
な
い 

そ
の
他
の
理
由
で
分
割
し

て
運
ぶ
こ
と
が
で
き
な
い 

貨
物
が
特
殊 

仮に巨大な発電機を分解して運ぶ場合

を考えると、現場において組立工場を建

てざるを得ない。しかしこのようなこと

は現実的に難しい。そのため、当該貨物

については分割ができないものとして

います。 

 

物理的には分割・分解可能だか、強

度、機能、高精度等が要求され、現

場での組み立てが極めて困難、もし

くは分割・分解が著しく不適当なも

の 
 
○主として重量 
・ 変圧器、大型機械 
・ ロケット、飛行機部品、レーダー、ア

ンテナ 
・ コイル、鋼橋桁、ＰＣ桁 
・ 大型ボイラー、大型タンク製品および

その他類似品 
○主として寸法 
・ 大口径管類 
・ コンクリート杭、コンクリート製窓枠

およびその類似品 
 

他法令、各種規格等で規定されてい

るもの 
 
○主として重量 
・鉄道車両、戦車およびその他類似品 
○主として寸法 
・鉄道用レールおよびその他類似品 

社会通念上特殊であると認められ

ているもの 
 
○主として寸法 
・山車、ねぶた、大太鼓およびその類似

品 

これらの積載物は、長さにおいて分割でき

ないため、やむを得ず一般的制限値を超える

ものであり、重量については本数等を減ずれ

ば一般的制限値内に納めることが可能です。

従って、このような積載物の場合には、重量

については算定要領によるＡ条件を超えな

い範囲で通行の許可の対象としています。こ

の場合、運搬する車両は道路運送車両法の保

安基準第 55 号の緩和を受ける必要のない車

両です。 

｢背高海上コンテナ用セミトレーラ連結車｣

については、長さ 40 フィート、高さ 9 フィ

ート 6 インチ型海上コンテナ(輸出入貨物を

積載する国際規格コンテナで、国内積替えを

行わず、輸出入時の状態で輸送されるもの。)
については、貨物積載状態の高さが 3.8ｍを

超えますが、国際的な輸送の用に供されてい

る性格に鑑み｢積載する貨物が特殊なためや

むを得ない｣ものとし、かつ、高さ指定道路

を通行する必要がある車両です。 
ただし、目的地付近の道路において、高さ

指定道路に指定されるまでの当面の間、道路

の構造の保全と交通の危険の防止上、支障が

無いと認められる場合には、通行許可の対象

としています。 
 

分割することにより価値を失うもの 
 
○主として重量 
・ プロペラ、スクリュー、庭石等 
・ 船舶、銅像等およびその他類似品 
○主として寸法 
・電柱等 
・動物・樹木等およびその他類似品 
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車両の制限（トレーラ連結車の特例） 

◆バン型、タンク型、幌枠型、コンテナ又は自動車運搬用のセミトレーラ連結車及び同様の種類のフルトレ 
  ーラ連結車は、通行する道路種別ごとに総重量および長さの特例を設けています。 

 
道路種別 最遠軸距 総重量の制限値 備 考 

高速自動車国
道 

 8m以上 9m未満 25t 首都高速道路、阪神高速道路、
その他の都市高速道路および
本州四国連絡橋公団の道路は
含まれません。 

 9m以上10m未満 26t 

10m以上11m未満 27t 

11m以上12m未満 29t 

12m以上13m未満 30t 

13m以上14m未満 32t 

14m以上15m未満 33t 

15m以上15.5m未満 35t 

15.5m以上 36t 

指定道路  8m以上 9m未満 25t 

 9m以上10m未満 26t 

10m以上 27t 

その他の道路  8m以上 9m未満 24t 

 9m以上10m未満 25.5t 

10m以上 27t 

■長さの特例（車両制限令第3条3項）及び通達 

 
道路種別 連 結 車 長 さ 

高速自動車国
道等 

セミトレーラ連結車 16.5m 

フルトレーラ連結車 18.0m 

指定道路 
その他の道路 

セミトレーラ連結車 17.0m 

フルトレーラ連結車 19.0m 

■総重量の特例（車両の通行の許可の手続等を定める省令第1条2項）  

※セミトレーラ、フルトレーラ以外の連結車として、ポールトレーラやダブルスなどがありますが、これらには特例が適用されません。また、 

   バン型などの上記5車種以外のセミトレーラ、フルトレーラ連結車にも特例は適用されません。これらの車両には、一般的制限値が適用 

   されます。 

※この特例は、積載貨物が被けん引車の車体の前方または後方にはみ出していないものの長さです。 

フルトレーラ

最遠軸距

長 さ
長 さ

セミトレーラ

最遠軸距

フルトレーラ

最遠軸距

長 さ

フルトレーラ

最遠軸距

長 さ
長 さ

セミトレーラ

最遠軸距最遠軸距
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通行条件と審査方法 

◆審査の結果、道路管理者が通行することがやむを得ないと認めるときには、通行に必要な条件を付け 
  て許可します。 

記
号 
区
分 

内    容 

重量についての条件 寸法についての条件 

Ａ 徐行等の特別な条件を付さない。 徐行等の特別な条件を付さない。 

Ｂ 徐行および連行禁止を条件とする。 徐行を条件とする。 

Ｃ 
徐行、連行禁止および当該車両の前
後に誘導車を配置することを条件と
する。 

徐行および当該車両の前後に誘導車を
配置することを条件とする。 

Ｄ 

徐行、連行禁止および当該車両の
前後に誘導車を配置し、かつ2車線
内に他車が通行しない状態で当該車
両が通行することを条件とする。 
道路管理者が別途指示する場合は
その条件も付加する。 

｢連行禁止｣とは、2台以上の特殊車両が縦列をなして同時に橋、高架の道路等の同一
径間を渡ることを禁止する措置をいいます。 

■審査の方法 
 
審査は、道路や車両によって審査内容が異なるので注意し、重量、
幅、高さ、曲線部および交差点等について行う。 

 
①道路別の算定 
 算定要領は道路別に定められているため、各々の道路に対応し
た算定要領を適用して算定。 

 
②寸法・重量別の算定 
 寸法に関する算定と重量に関する算定。 
 
③箇所別の算定 
 算定要領では、算定が必要となる箇所毎に算定方法を定めてお
り、各々の箇所毎に算定。 

 
④車両別の算定 
 申請車両の車種区分により、許可できる通行条件の範囲が決め
られているので、その範囲で算定。 

 
⑤算定要領を超える車両の算定 
 算定要領により算定できる範囲を超える車両の場合については、
別途算定方法が規定されている。 

 この算定は、各道路管理者がその管理する道路において行なう
こととされているため、受付道路管理者が関係道路管理者と協
議を行う必要がある。 

 
⑥通行経路に係る道路が道路情報便覧に収録されていない場合 
 この場合も、“算定要領を超える車両の算定”と同様に、受付道
路管理者が関係道路管理者と協議を行う必要がある。協議を受
けた道路管理者は、道路情報便覧資料調査要領に基づいて現
地調査を実施し、その結果を用いて算定を行ない、算定結果を
回答。  

■重さに関する通行条件のイメージ 
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通行条件の算定 

□幅の算定 
下表に沿って、申請車両の幅と申請経路上の狭小幅員箇所の車道幅員と比較し
通行条件を決定します。申請車両の幅が車道幅員より大きい場合は個別審査とな
ります。 
■幅の許可限度 

通行条件 Ａ Ｂ Ｃ 

分離道路 車道幅員-3.0m 車道幅員-1.0m 車道幅員 

非分離道路 (車道幅0.5m)/2 車道幅員/2 車道幅員 
 分離道路とは、車線が往復の方向別に分離され、または白線の実線で分離されている道路（通
常4車線以上の道路）および一方通行の道路をいいます。  

□高さの算定 
許可車両の高さは原則として4.3m以下とし、下表に沿って車両の高さとトンネル等
の構造物の道路空間の高さから20cmを減じたものとを比較し通行条件を決定しま
す。 
■高さの許可限度 

通行条件 Ａ Ｂ Ｃ 

分離道路 
車道上のいずれの
位置においても通
行できる車両の高
さ 

進行方向の車道部
分の中央位置にお
いて通行できる車
両の高さ 

道路の中央位置に
おいて通行できる
車両の高さ 

非分離道路 同上 
車道の中央の左側
で通行できる車両
の高さ 

同上 

□長さ（曲線部、交差点部）の算定 
長さの算定では、車両の長さは直接算定に用いず、「車両寸法による分類」より

求められる車両分類（申請車両の幅と長さにより区別）を用います。 
■長さの許可限度 
通行条件 Ａ Ｂ Ｃ 

曲
 
線
 
部 

分離道
路 

“許可車両の長さ
の算定図表”およ
び”道路の曲線部
における車両占有
幅”による。ただ
し、許可車両の幅
との相関関係にお
いて、車両占有幅
が（車道幅員-
3.0m）以下の車
両の長さ 

“許可車両の長さ
の算定図表”およ
び“道路の曲線部
における車両占有
幅”による。ただ
し、許可車両の幅
との相関関係にお
いて、車両占有幅
が（車道幅員-
1.0m）以下の車
両の長さ 

“許可車両の長さ
の算定図表”およ
び”道路の曲線部
における車両占有
幅”による。ただ
し、許可車両の幅
との相関関係にお
いて、車両占有幅
が（車道幅員）以
下の車両の長さ 

非分離
道路 

“許可車両の長さ
の算定図表”およ
び”道路の曲線部
における車両占有
幅”による。ただ
し、許可車両の幅
との相関関係にお
いて、車両占有幅
が（車道幅員-
0.5m）/2以下の車
両の長さ 

“許可車両の長さ
の算定図表”およ
び”道路の曲線部
における車両占有
幅”による。ただ
し、許可車両の幅
との相関関係にお
いて、車両占有幅
が（車道幅員/2）
以下の車両の長さ 

“許可車両の長さ
の算定図表”およ
び”道路の曲線部
における車両占有
幅”による。ただ
し、許可車両の幅
との相関関係にお
いて、車両占有幅
が（車道幅員）以
下の車両の長さ 

交差点 － 

“許可車両の長さ
の算定図表”によ
る。ただし、交差
点の形状と「交差
点における車両寸
法による分類別軌
跡図」を照合して
許可差車両が対向
車線を侵さず、右
折又は左折できる
長さ 

“許可車両の長さ
の算定図表”によ
る。ただし、交差
点の形状と「交差
点における車両寸
法による分類別軌
跡図」を照合して
許可差車両が対向
車線を占有すれば、
右折又は左折でき
る長さ 

対向車線へはみ出す

車両分類：Ⅰ
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重量車両の通行による、道路への疲労の蓄積が、構造物や舗装の損傷の主因である。 

軸重のこれらの疲労に及ぼす影響は、それぞれ、舗装で４乗、ＲＣ床版で１２乗といわれている。 
このため、道路ストックの有効活用の観点から、重量車両の適正な運行管理が重要となっている。 

【舗装に与える疲労イメージ】 

仮に、大型車両１台が、軸重１０トンの基準よりも２トン超過した場合
は、舗装に対しては約２台分、ＲＣ床版に対しては約９台分の疲労が
蓄積されることとなる。 

【床版に与える疲労イメージ】 

 重量車両による疲労の蓄積 

【道路に与える影響（イメージ）】 

重量超過車両による疲労が蓄積 
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２．特殊車両通行許可制度の改正等 

１．特殊車両の通行許可制度の概要 

２．特殊車両通行許可制度の改正等 

３．最近の動き 
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２．特殊車両通行許可制度の改正等 

http://www.mlit.go.jp/road/index.html 

国土交通省 道路局 ホームページより 

平成27年2月5日時点 
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２．特殊車両通行許可制度の改正等 

平成25年6月5日発表 
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２．特殊車両通行許可制度の改正等 
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２．特殊車両通行許可制度の改正等 

平成26年5月26日発表 
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２．特殊車両通行許可制度の改正等 
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２．特殊車両通行許可制度の改正等 

平成26年5月30日発表 
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２．特殊車両通行許可制度の改正等 
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２．特殊車両通行許可制度の改正等 
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２．特殊車両通行許可制度の改正等 

平成27年1月23日発表 
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２．特殊車両通行許可制度の改正等 
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２．特殊車両通行許可制度の改正等 
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２．特殊車両通行許可制度の改正等 
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２．特殊車両通行許可制度の改正等 
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３．最近の動き 

１．特殊車両の通行許可制度の概要 

２．特殊車両通行許可制度の改正等 

３．最近の動き 
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昨今の特殊車両通行許可制度の改正等について 

ご静聴ありがとうございました。 
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